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労働基準法における休憩の付与基準（第34条）

休憩時間の義務 なし

労働時間 8時間を超える場合6時間以内

最低60分

6時間を超え8時間以内

最低45分

※雇⽤形態（正社員‧パート等）にかかわらず、労働時間に応じて適⽤されます。

休憩時間の「3原則」

⼀⻫付与 すべての労働者に同時に休憩を与えること（労使協定等があれば例外可）

原則名 内容

途中付与 労働時間の途中に休憩を設ける（始業直後や終業直前は不可）

⾃由利⽤ 休憩時間中は労働から完全に解放され、⾃由に過ごせること

⼀⻫付与原則の例外が認められるケース

‧労使協定を締結している場合

‧特定業種（運輸業、商業など）に属している場合
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⾃由利⽤が制限される特定職種

‧坑内労働者

‧警察官、防吏員、常勤消防団員

‧始業直後や終業間際に休憩を設定すると「途中付与」違反となる
‧昼⾷時間が勤務指⽰下にある（例：電話当番、来客対応など）場合、休憩とは認められない
‧休憩の有無、時間数は労働条件通知書や就業規則に明⽰が必要

‧児童⾃⽴⽀援施設の居住職員など

■ 勤怠管理上の留意点
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